
臨
時
福
祉
給
付
金
な
ど
が

平
成
27
年
度
も
支
給
さ
れ
ま
す 

      

１
．
臨
時
福
祉
給
付
金 

平
成
26
年
４
月
か
ら
消
費
税
率
が
８ 

％
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
こ
と
を
受
け
て
、

所
得
の
低
い
方
々
へ
の
影
響
を
緩
和
す

る
た
め
、
臨
時
的
な
措
置
と
し
て
、
平

成
26
年
度
に
引
き
続
き
「
臨
時
福
祉
給

付
金
」
を
支
給
し
ま
す
。 

▼
支
給
対
象
者 

平
成
27
年
１
月
１
日
に
お
い
て
、
次

の
条
件
を
満
た
し
て
い
る
方
。 

①
剣
淵
町
の
住
民
基
本
台
帳
に
記
録
さ

れ
て
い
る
方 

②
平
成
27
年
度
分
の
市
町
村
民
税
（
均

等
割
）
が
課
税
さ
れ
て
い
な
い
方 

た
だ
し
、
次
の
方
は
対
象
に
な
り
ま

せ
ん
。 

・
平
成
27
年
度
分
の
市
町
村
民
税
（
均

等
割
）
が
課
税
さ
れ
て
い
る
方
の
扶

養
に
入
っ
て
い
る
方 

・
生
活
保
護
を
受
給
し
て
い
る
方 

▼
支
給
額 

給
付
対
象
者
１
人
に
つ
き
６
千
円 

▼
申
請
方
法 

申
請
の
受
け
付
け
は
９
月
開
始
を
予

定
し
て
い
ま
す
。
事
前
に
役
場
か
ら
対

象
と
思
わ
れ
る
方
へ
申
請
書
を
送
付
し

ま
す
の
で
、
必
要
事
項
を
記
入
し
て
提

出
し
て
く
だ
さ
い
。 

 ２
．
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金 

消
費
税
率
が
引
き
上
げ
ら
れ
た
こ
と

を
受
け
、
子
育
て
世
帯
へ
の
負
担
を
緩

和
す
る
た
め
支
給
さ
れ
ま
す
。
対
象
者

に
は
す
で
に
申
請
書
を
配
布
し
て
い
ま

す
の
で
、
10
月
31
日
ま
で
に
申
請
し
て

く
だ
さ
い
。 

ま
た
、
公
務
員
の
方
に
は
所
属
庁
か

ら
申
請
書
が
配
布
さ
れ
て
い
ま
す
。 

※
注
意 

臨
時
福
祉
給
付
金
・
子
育
て
世
帯
臨

時
特
例
給
付
金
の
“
振
り
込
め
詐
欺
” 

や
“
個
人
情
報
の
搾
取
”
に
ご
注
意

く
だ
さ
い
。 

市
町
村
や
厚
生
労
働
省
な
ど
が
Ａ
Ｔ

Ｍ
（
銀
行
、
コ
ン
ビ
ニ
な
ど
の
現
金
自

動
支
払
機
）
の
操
作
を
お
願
い
す
る
こ

と
は
絶
対
に
あ
り
ま
せ
ん
。 

◇
お
問
い
合
わ
せ
先 

住
民
課
環
境
民
生
グ
ル
ー
プ 

電
話
34
―
２
１
２
１
内
線
４
１
２ 

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
つ
い
て 

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
（
個
人
番
号
）
は
、

社
会
保
障
・
税
・
災
害
対
策
の
３
分
野

で
利
用
さ
れ
ま
す
が
、
民
間
事
業
者
も

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
取
り
扱
う
こ
と
と
な

る
た
め
、
対
応
が
必
要
に
な
り
ま
す
。 

法
人
番
号
と
は 

 

法
人
に
は
１
法
人
１
つ
の
法
人
番
号

（
13
桁
）
が
指
定
さ
れ
、
国
税
庁
か
ら

登
記
上
の
所
在
地
に
書
面
に
よ
り
通
知

さ
れ
ま
す
。
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
と
異
な
り
、

法
人
番
号
は
ど
な
た
で
も
自
由
に
利
用

で
き
ま
す
。 

 

法
人
番
号
は
、
原
則
と
し
て
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
（
法
人
番
号
の
公
表
サ
イ
ト
）

を
通
じ
て
公
表
さ
れ
、
公
表
サ
イ
ト
で

は
、
公
表
す
る
３
情
報
（
①
名
称
、
②

所
在
地
、
③
法
人
番
号
）
の
検
索
や
デ

ー
タ
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
が
可
能
と
な
り
ま

す
。 

※ 

法
人
番
号
は
、
株
式
会
社
な
ど
の

「
設
立
登
記
法
人
」
の
ほ
か
、「
国
の

機
関
」
「
地
方
公
共
団
体
」
「
そ
の
他

の
法
人
や
団
体
」
に
指
定
さ
れ
ま
す

（
法
人
の
支
店
・
事
業
所
や
個
人
事

業
者
の
方
に
は
指
定
さ
れ
ま
せ
ん
。
） 

税
務
関
係
書
類
へ
の
番
号
記
載
に
つ
い
て 

 

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
導
入
に
伴
い
、

国
税
分
野
で
は
、
税
務
署
な
ど
へ
提
出

い
た
だ
く
申
告
書
・
法
廷
調
書
な
ど
に

も
番
号
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
ま
た
は
法
人

番
号
）
の
記
載
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

番
号
の
記
載
が
必
要
と
な
る
時
期
の
例

は
、
以
下
の
と
お
り
で
す
。 

   記載対象 一般的な場合（注１） 

所得税 
平成 28 年 1 月 1 日の属する年分
以降の申告書から 

（平成 28 年分の場合） 
平成 29 年 2 月 16 日～3 月 15 日 

法人税 
平成 28 年 1 月 1 日以降に開始す
る事業年度に係る申告書から 

（平成 28 年 12 月末決算の場合） 
平成 29 年 2 月 16 日～3 月 15 日 

法定調書 
平成 28 年 1 月 1 日以降の金銭等
の支払い等に係る法廷調書から
（注２） 

（例）平成 28 年分給与所得の源泉徴収票、
平成 28 年分特定口座年間取引報告書 
⇒平成 29 年 1 月 31 日まで 

申請書・ 
届出書 

平成 28 年 1 月 1 日以降に提出す
べき申請書などから 

各税法に規定する、提出すべき期限 

 
（注１）平成 28 年中に提出される場合もあります。（所得税の例：平成 28 年の中途で

出国する場合には、出国の時まで） 
（注２）法定調書の対象となる金銭の支払いを受ける方などの番号も記載する必要があ

ります。 


